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１ 講演                                       

  角田 由紀子 氏（弁護士） 

 
皆さん，こんばんは。ご紹介いただきました角田です。 

 お手元にレジュメがいっておりますように，私は家庭教育支援法案と憲法の関係を最初にお

話させていただきます。家庭教育支援法案は，単独ではなく，憲法２４条とどういう関係があ

るのかということを最初に押さえておく必要があります。 

結論から申しますと，ご存じのように，家庭教育支援法案は，憲法２４条改定，これはとて

も自民党がやりたがっていることであるのですけれども，それの先取りであるということです。

これは憲法９条と安保関連法案との関係と非常によく似ておりまして，本命の憲法改定がそう

そう簡単にいかないとなったときに，得意な手段として，関連する法律をまず変えていって，

もちろん法律のほうが改正のハードルが低いわけなので，変えていって，後で気がついたら，

憲法改定とほぼ同じように中から掘り崩すという，こういう手法だと思っています。 

まず，本当のターゲットである憲法２４条についての理解というのを復習しておきましょう。

２４条の目的は，戦前の家制度の法的解体，家制度との明確な決別でした。これについては，

ご存じのように，これの起草の中心になったベアテ・シロタ・ゴードンさんは，戦前の東京に

１０年ぐらい住んでいらして，ご自分の見聞きした体験として，日本の社会の中で女性，特に

結婚した女性は，どんな悲惨な状況になるかということをご存じでした。 

それで，憲法改正にかかわるということになったときに彼女は，どうすればこの日本の社会

で悲惨な状況に置かれている状況から子どもと女性を救うことができるのか，悲惨な状況を変

えることができるのかということを考えました。そして，家父長制に基づく家制度である法的

家制度，家族制度である法的な家制度，これの解体が必須だと考えたわけです。その結論が憲

法２４条の１項と２項に示されているのです。 

ご存じのように，それは個人の尊厳，それから男女の平等，婚姻は当事者以外の人が支配し

てはいけない，両性の合意のみに基づいてと書かれています。そして，さらに，家族に関する

法制度は，この憲法２４条１項，２項が示す基本的理念に従ってつくられるべきだということ

を述べております。家族構成員，夫婦はもちろんですが，子どもも含めて，個人として平等で

あり，個人として尊重されねばならないと。 

家制度は，これと正反対の思想によって設計されていました。家族の中では常に男性が一番

上，女・子どもは最底辺に位置付けられていた。そして女性は他の構成員に，大抵は男性です

けれども，奉仕するという，法的な位置付けがあったということです。家制度は，男性が女性

を法的にも事実的にも支配するということのためのシステムでした。 

ですから，２４条は，この制度を完全に否定して，民主社会の基礎を打ち立てる要に家族を据

えたのです。逆に言えば，民主主義社会を否定して，これを壊そうとするときに，最初に手を

つけるのが２４条ということになってくる。２４条は婚姻の自主性を宣言して，１３条と１４

条とともに，個人こそが大事だという思想を宣言していますが，これこそは，新しい民主主義

社会をつくり，そして民主的な家族をつくるのだということなわけです。 

そして，この２４条の宣言によって，家父長制に基づく旧来の家族は，その法的支柱を失い

ました。個人がそれぞれ平等で尊重されるべきものとする新しい法的支柱が打ち立てられたの

です。このような家族の中で，家族の構成員は，自主的な思考をする人間である，自分の頭で

考えることができる人間であるということは，とても大事なことだということなんですね。こ

れは，憲法１３条，それから１４条が示す，個人を大事にする人間関係を家族の中にもまず打
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ち立てようということです。これは家族内での暴力的，支配的関係のきっぱりとした否定です。 

これらの家族内での暴力的，支配的関係というのは，家制度のもとでは，むしろ法的制度に

よって認められていたものでした。私たちが今知っている DV や子どもの虐待というものをな

くすということは，家制度下の家族とは対極にある関係です。２４条に基づく家族ができるの

であれば，そこには DVや子どもの虐待の存在する余地は少ないのではないでしょうか。 

ところで，２０１２年の自民党の２４条改定案です。これはご存じのように，１３条の改正で

「個人」を「人」と縮めております。つまり，家族の関係から個人主義を追放するということ

です。そして，大事な点は，両性の合意「のみ」でということです。ベアテさんは，この「の

み」のところに，おそらくアンダーラインを三本ぐらい引きたかったと思うのですが，この「の

み」を密かに取り去って，さっと読んだら，婚姻は両性の合意で成立すると書いてあるのです

ね。２４条の現行の条文を知らなければ，何がおかしいのか，よくわかないという，大変巧妙

な手段が取られております。 

こういうのが２４条の改定案の自民党のアイディアですね。家庭教育支援法案というのはど

ういうものかということですけれども，その前史として，ご存じのように教育基本法の改正と

いうのがありました。２００６年第一次安倍内閣のときに，教育基本法を改正しました。教育

基本法というのは，教育における憲法とも言うべき法律でした。安倍さんは，実際の憲法改定

に先だって，教育基本法を骨抜きにするということを行いました。改正された主な点は，そこ

（レジュメ）に１０条の１項，２項を書いてあります。１０条１項は，父母その他の保護者は，

子の教育について，第一義的責任を有するものであって，生活のために必要な習慣を身に付け

させるともに，自立心を育成し，心身の調和のとれた発達を図るよう努めるものとすると書い

てあります。 

２項は，国及び地方公共団体は，家庭教育の自主性を尊重しつつ，保護者に対する教育の機

会及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるように努めなければ

ならないと書いてあります。ここには家庭教育支援法と非常に似たことが書いてあります。家

庭教育を支援するという言葉だけを読むと何かよいことが始まるのではないかという錯覚をす

るのですけれども，決してその言葉だけでは評価できないと私は考えております。なぜならば，

この支援は，国及び地方公共団体によって行われます。したがって，支援という衣を着ている

けれども，実は介入ではないか，あるいは支援ということで出発しても，介入に容易に変わっ

ていくのではないかという心配があるわけです。 

なぜ国が私的な場面である家庭教育を支援する必要があるのかということを考えねばなりま

せん。家庭教育というのは，子どもをどのように育てるのか，どのような子どもに育てるのか

という親の生き方，思想の問題です。そこに公が介入するときは，家庭教育を，国が求める方

向，あるいは内容へと誘導していく危険が非常に大きいと思っております。つまり，国や国家

が必要とする人間を家庭の中でつくれということになっていくわけです。 

この問題は，道徳教育が強化されるという教育の中での変化と相まって，後の家庭教育支援

法，今からご説明しますけれども，その下地というべき法律改正であったわけです。だから彼

らとしては段階を踏んで徐々にやってきているということです。 

家庭教育支援法案というのは，まだ正式には，これですよと見せられていませんが，一時，

報道で紹介されたことがありましたので，今日はそれをもとに考えます。２０１６年１０月以

降，政府の教育再生実行会議というのが頻繁に開かれており，その中で，教育における家庭の

役割ということが，度々議論されてきています。自民党は，そこでの議論を受けて，家庭教育

支援法案の提出を準備していたわけです。 
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法案の意図は，報道されたところによりますと，国，国家及び社会の形成者として必要な資

質を備えさせるというふうに一時言われていたのですけれども，これ非常に批判があったとい

うことで，この文言自体は除かれました。除かれましたが，そういう意図でもって法律をつく

るということが放棄されたということが明確になったわけではありません。２４条改憲草案と

のつながりというのが非常に大きいのです。先ほど，ご説明しましたように，自民党の改定案

は，とても個人を嫌うということです。個人主義は，わがままだという理解ですけれども，そ

れで，さっき申し上げましたように，１３条を変えました。「個人」から「人」に変えたという

ことがあるわけです。 

そして，２４条について言えば，今の２４条は，個人を大事にするんだと，個人が中心だと

いうことを言っているわけですが，それに対して，いやいや，個人ではなく共同体としての家

族の存在が大事だということを言っているわけです。つまり，国に役に立つ人間を育てる家庭

の役割を定めるということです。私は，子どもは誰のためにでもなく，もちろん親のためでも

なく，子どもは子ども自身のために生きるものだと思っています。しかし，法案や自民党は，

親を超えて，社会や国家のために生きる子どもということが望んでいるらしいということです。 

それで，発表されたところからいきますと，この家庭教育支援法案の目的については，１条と

して書いてあります。これから出てくるかもしれない法案が，このとおりになるかどうかわか

らないのですけれど，とりあえず私どもが使える資料としてはこれがありますので，これに基

づいてご説明をすることにします。 

１条は，同一の世帯に属する家族の構成員の数が減少したこと，家族が共に過ごす時間が短

くなったこと，それから家庭と地域社会との関係が希薄になったこと等の家庭をめぐる環境の

変化に伴い，家庭教育を支援することは緊要な課題になっていることに鑑み，教育基本法の精

神に則り，もちろんこれは改正された教育基本法ですね，家庭教育に関する基本理念を定め，

国及び地方公共団体等の責務を明らかにする云々というふうに書かれているわけです。この基

本理念には，ここに書いてありますように，父母その他の保護者の第一義的責任においてと書

いてあります。そんなことは法律で定めることだろうかと私は思うわけです。保護者が子に生

活のために必要な習慣を身に付けさせる，子育ての意義について理解が深められる，子育てに

伴う喜びを実感できるように配慮して行わなければいけないと。このあたりまでくると，私は

ふざけるなと言いたくなります。私が何に喜びを感じるかというのは余計なお世話だと言いた

いのですが，ご丁寧にそう書いてあります。 

それともう一つ，私は，この１条の目的のところを読みながら思ったんですけれども，自民

党の人たちというのは，環境の変化というのがとても好きですよね。安全保障環境の変化とか，

何とか環境の変化ということで，つまり，それはやむを得ない，外側が変わったんだから，そ

れに合わせてやむなく行う変化だと，改定というふうにどうも言いたいらしいのですけれども，

この目的の１条のところも，家庭をめぐる環境の変化に伴いという言葉が出てきます。そして，

支援をどういうふうに行うかということですね。家庭に対する支援一般はだめだということは，

これはもちろんないと考えておりますけれども，ここで考えられている支援というのは，まず

誰が行うのか。国，地方公共団体，学校，保育所，地域住民，事業者その他の関係者の連携の

もとに，社会全体の取組として行わなければならないとあります。だから，関係するありとあ

らゆる人がここに出てくることになってくるわけです。国から始まって隣組までということに

なってきます。 

そして，すべての家庭のすべての子育てにこれが適用されるということになってくるわけで

す。こういうふうな基本理念，こういうふうな目的のもとにつくられているというか，つくら
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れようとしている法案の何が問題かということですが，子育てというのは本来自由で，私的な

ことです。にもかかわらず，それが支援という，美しい名前のもとで，明白な国や地方公共団

体，学校，それから地域住民等の家庭への介入を許すことになる。それを認めるということで

す。およそ子育てが私的な行為であるということの否定であるし，お国のための子育て，子ど

もは国に差し出すもの。戦前のようでになる危険が非常に大きい考え方ではないかと私は考え

ております。 

子育てに親以外の人が介入して支援するためには，その子育てが監視されている必要があり

ます。あそこのうちの子育てはどこに問題があるか，何が足りないかということを当事者の親

以外の人がもし言うことができるとすれば，それは隣組にしろ，地方公団団体，国が直接とい

うのはないでしょうけれども，そういうものにしろ，あるいは事業者にしろ，何らかの当事者

以外の人が，その家の親の子育てをしっかり見ていて，そして，何が足りないか，どこに問題

があるかということがわからなければ，支援のしようがないということになります。ここは私

は非常に重要なことだと思っています。 

つまり，今隣組という言葉はなくなりましたが，町内自治会とか言っていますけれども，そ

ういう地域のコミュニティの人たちが子育て支援という形で介入ができるのだとすれば，それ

ぞれの家の子育てがどのように行われていて，どこにどういう問題があるかということがわか

らなければ支援のしようがないということになるでしょう。 

ですから，これは安保法制法があり，共謀罪もありという，それこそ環境が変化しているわけ

なので，その中で地域住民がよその家の子育てに関心を持って注視する，監視なわけです。こ

れは戦時中の隣組活動を思い出させるとレジュメに書いたのですけれども，若い人は隣組なん

て知らないでしょう。隣組活動って実は戦後しばらくありました。回覧板というのが回ってく

る。組織ですよね。今それは名前を変えて自治会とかなっているのですけれども，そういうこ

とです。 

この法案は，目的を見ただけでもわかりますように，憲法１３条，１９条，２４条，そして

９８条に違反するとまずは言うことができると思います。１３条の条文をそこに念のため書き

ました。「国民は個人として尊重される。生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利について

は，公共の福祉に反しない限り，立法その他の国政の上で，最大の尊重を必要とする。」。ここ

で公共の福祉ということがあるのですが，これは公のことということではなくて，個人と個人

の人権が衝突するということがあります。そのときにどういうふうにして衝突しあった個人の

人権を調整するのかという，その調整原理ということを言っているわけです。 

それから９８条１項，これはすごく大事です。当たり前のことですけれども，「この憲法は，

国の最高法規であって，その条項に反する法律，命令，詔勅及び国政に関するその他の行為の

全部または一部は，その効力を有しない」と。つまり，憲法違反のものはだめですよと言って

いるわけです。そうしますと，家庭教育支援法案というのが，今構想されているような形でで

きるとすれば，これは憲法９８条と非常に激しい緊張関係を持ちます。９８条違反である可能

性が非常に高いということになってくると思います。子育ては，そこに書いてありますが，私

たち自身がどう生きるかということを模索して実行していく仕組みであって，国の命令に従っ

て何かをやるということとは全く違うということです。そして，日常の子育てというのは，全

国一律にやるようなものではない。そんなこと言わなくてもわかっているような話ですけれど

ね。私たちは，事実，戦後７０年余，そのように自分たちの自由な考えで，親の責任で子育て

をしてきました。それで何か問題があったということがないと思います。問題があったとすれ

ば，親の育て方ではなくて，子育てに対する社会的な支援がなかったとか，そういうところか
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ら起きているのではないかと思っております。それから憲法１４条に違反するということ，そ

こに書いてあるとおりです。 

さらに，立法事実がないということですけれども，目的のところで述べられているのは，家

族の構成員の数が少なくなってとか，そういうことです。しかし，それらのことの原因は別に

子育ての問題ではないわけです。社会的，経済的要因によっているわけです。住宅難なんてい

うのはそうでしょう。大体大家族というのは，大きな家がないと生活できないでしょう。戦前・

戦中は特に地方では家屋敷というのがとても広かったでしょう。私の実家もそうだったんです

けれども，だから三世代でも優に生活できたんです。だけど，今はそんなことはほとんどあり

得ないということですね。それから，子どもを生んで育てる生活が保障されていない政治に大

きな責任があります。家族が共に過ごす時間が少なくなった，それは事実ですけれども，それ

は別に家庭の問題，家族の問題ではなくて，親の労働時間が非常に長くなっているということ

に問題の根源があるわけです。あるいは子ども達が，受験競争に追いやられるという，そうい

う教育政策の問題でもあるわけです。 

家庭と地域社会との関係が希薄になったのは，親の子育ての仕方とは無関係だと私は考えて

おります。さっきも言いましたが，子育てに喜びを感じるというのは，ちょっと薄気味悪いで

すよね。極めて曖昧なことで，何がこれに当たるのかということだって，どうやって判定する

のでしょうか。それから，曲がりなりにも子どもを２人育てた私の経験から言うと，いつも子

育てで喜びを感じるなんていうことないわけですね。大抵は文句を言いつつ，大変でぐちゃぐ

ちゃ言いながら，たまには喜ぶ，ご褒美で。そういう実態を考えれば，喜びを感じるかどうか

なんて，そんな法律で言われる話じゃないと私は思っています。子育てに親が悩むのは当然で

す。私も悩んできましたし，でも，そのときに頼るのは，こういう法律ではないと考えており

ます。そして，この法案が考えているようなことでは，おそらく親の今の子育ての悩みという

のは，解消されないだろうと考えます。 

それから，国や地方公共団体が行うべきことは，その子育ての内容への介入ではなくて，親

が自分の思っているように子どもを育てることができるような社会的，経済的な支援だと思い

ます。監視と説教をして，子どもも親も新たな人権侵害にさらされるばかりですから，それで

本当に子どもが生き生きと育っていけるのか，大変疑問です。 

もう一つ，さっきお話があった岡崎副会長から言われたことですけれども，まだ法案はでき

ていませんが，地方自治体では，条例ができており，内容はほぼ支援法案と同じようなもので

す。具体的な名前はちょっとそこに書いていないんですけれども，２０１７年，去年の３月末

段階で８県と５つの市で法案とほぼ同じ内容の条例ができております。これは，ほとんど知ら

れていません。私は静岡県に住んでいますが，実は静岡県がそんな恐ろしいものを持っている

のを知らなかったのです。家庭教育支援法案のことを勉強する中で，地方自治体にもあるよと

言われて，えっと思って静岡県のホームページを開いたら，ちゃんとあったんです。そんなこ

と誰も知らない。まわりの人に言っても，弁護士はもちろんですけれどね。だから，私は沼津

市民ですけれども，沼津市民とか静岡県の人に，こういうのをあるのを知っていますかと言っ

て，知っている人にまだ会ったことがないんです。 

 それからもう一つは，この法案や条例を支持する人たちは，どうも教育勅語の積極的支持者

ではないかという感じがしていることです。これが一つの問題ですね。教育勅語にはいいとこ

ろもあるじゃないかという意見を言う人もいました。例えば夫婦相和し，夫婦が仲良くするの

はいいことでしょう。だけども，一体，夫婦相和しは教育勅語の中でどういう文脈のもとで言

われていたのかということを見る必要があります。家父長制のもとでの家制度，圧倒的な男性



8 

優位のもとでの夫婦相和しというのは一体どういうことなのか。夫と妻がにこにこと意見交換

するということではなくて，ご存じのように，法的に妻は無能力でしたから，むしろ意見を言

わないことが夫婦円満のもとになるということで，民法は，妻から能力を奪ったということで

す。これは私が編み出した説ではなくて，かの有名な民法学者，我妻栄先生が，まだその法律

が生きていた昭和１６年，１９４１年出版のご自分の民法の教科書で書かれていることです。

だから，夫婦相和しの世界とその言葉だけを文脈から切り離してみると，悪くないんじゃない

というふうに思われるかもしれないのですけれども，それはどういう社会の仕組みの中で，ど

ういう家族の仕組みの中でそれが機能して，何が期待されていたかというのを考える必要があ

ると思います。 

 それからもう一つ，戦時中，国が家庭に介入して，国に都合のいい戦士や労働者を育てるこ

とを押しつけてきましたよね。自分で考える力を持たない，国にとって好都合な人間の大量生

産がされてきたわけです。戦争をするためにはそういう人たちが必要なのです。戦前戦中を通

じて家族は，兵士と労働者の供給源とされました。「産めよ増やせよ」，これです。そのことは，

母は兵士を育てて国に差し出す義務を負わされていたことを表しています。だから，息子が出

征するのに泣いたり，間違っても生きて帰ってねなんて言ったりしてはいけないわけです。そ

れは明らかに非国民になる。どうしても戦争するということを考えたら，そういう世界が目指

されていると考えざるを得ないのです。 

最後ですが，１９４２年，昭和１７年，実は私の生まれた年ですが，気持ち悪い，こんなこ

とやっていたのかと思うんですけれども，文部省の社会教育局は，戦時家庭教育指導要綱を公

表しております。どういうことかというと，当時の家庭教育政策で問題とされたのは，いかに

母親を政治体制へ動員するかという点でした。家庭教育は，国家統制の支配的秩序に組み込ま

れたことで，母親は政治動員の対象として全面に押し出されることになったというのが，内田

博文さんという刑法学者がこれについて書いているコメントです。私たちは今非常によく似た

状況を見ているのです。家庭教育支援法案の提案というか，そのアイディアの中に見ているの

ではないかと思います。本当に平和で民主的な社会を私たちが続けていくために，何を考える

べきかということをこの法案をきっかけにもう一度考えてみる必要があるのではないかと思っ

ております。ありがとうございました。 
 
２ 講演                                       

杉山 春 氏（ルポライター） 

 

杉山です。どうぞよろしくお願いします。 

 私はこれまで三つの児童虐待事件を取材して，本にしてきました。最初は，２０００年に愛

知県武豊町で３歳の女の子がアパートの一室に置かれた，段ボールの中に入れられて亡くなる

という事件で，これは殺人罪で懲役７年というものです。次に，２０１０年に大阪の西区で２

３歳の女性が３歳の女児と１歳の男児を風俗店の寮に５０日間放置をして，亡くしたという事

件です。これは殺人罪で懲役３０年でした。また，２０１７年１２月には『児童虐待から考え

る』という本を出しましたが，その中で取り扱ったのが，厚木市内でトラック運転手が，男の

子の遺体を７年４か月放置していたという事件でした。保護責任者遺棄致死罪で，懲役１２年

でした。この三つの事件をもとに，子どもの虐待死は，家族規範を強めることで防ぐことがで

きるのかどうかということについて，考えたいと思います。 

 今日は，特に厚木の事件を中心にお話をし，所々に大阪事件などを振り返ってみたいと思い
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ます。厚木の事件は，２０１４年５月３０日に神奈川県の厚木市内のアパートから，男の子の

遺体が発見されたというものです。５歳で亡くなっていたのですが，中学校に入学する年齢に

なった時，行方がわからないということで探され，事件が発覚しました。当時，居場所のわか

らなかった子どもが虐待死で発見されるという事件が続き，厚生労働省が通知を出し，自治体

が行方のわからない子どもたちを捜しました。 

 このお父さんはトラック運転手で，遺体発見当時３７歳でしたが，彼を非常に強く糾弾する

報道があり，極悪非道，残忍な父親というイメージが広がりました。武豊事件，大阪事件でも

親たちは激しく糾弾されています。 

 実は先ほどの三つの事件に共通点があって，母親たちは，皆１０代か２０歳になってすぐに

出産している。親たちはそれぞれ育った家庭に居場所を見つけられない。夜間徘徊をしたり，

家出をしたりする若い女性たちが，どちらかというと力の乏しい男性と出会って妊娠し，子ど

もを出産し，家庭ができる。若年出産しているのですね。その親たちもどちらかというと社会

的に力が弱かったり，仕事に没頭していたり，子どもを助ける力が乏しいんですね。 

 厚木の事件のお母さんは，子どもが３歳のときに，お父さんのところに子どもを置いて家を

出ます。このお父さんは，妻が出ていったということを自分の親にも，会社にも話しませんで

した。知的なハンディキャップを持っていて，また，幼い時から精神疾患を抱えた母親に育て

られていて，記憶が乏しいなど，社会に働きかける力が乏しい。家族に対して借金問題もあり，

助けてくれと言えない。それで孤立します。父親は社会にＳＯＳを出したり，様々な情報を適

切にとってきて自分を守ったりするような，子どもを育てる力が乏しい。それで子どもを亡く

していくんですね 

先ほども言ったように，このトラック運転手の場合は，メディアでひどい父親だという報道

がありましたが，一審は裁判員裁判で，殺人罪で懲役１９年という判決が下りるんです。一審

公判で医師が証言に立って，白骨遺体の関節の状態などから，亡くなる前には，子どももガリ

ガリに痩せていたというんですね。父親は，そのまま放置すれば，子どもが亡くなることはわ

かっていたはずということで殺人罪に問われる。一審の法廷ではそのように審議が進んでいき

ます。 

ただ，一旦法廷を出て調べてみると，亡くなった時の関節の様子から痩せがわかるという理

論はないんですね。７年４か月も放置された白骨遺体だから，亡くなった当時，子どもがガリ

ガリだったのか，太っていたのかはわからないのです。それで，二審は保護責任者遺棄致死罪

になり，情状酌量はなしに懲役１２年という判決になりました。 

 ただ確かに，このお父さんの子育ては，子どもからみればとんでもないです。経済的な困窮

があって，電気，ガス，水道とライフランが全て止まった真っ暗闇で，外から見えないように

雨戸を締め切っていて，さらに，子どもが外に出ていかないように，外側から粘着テープで止

めている。ゴミ屋敷状態で，７０リットルの家庭用の袋で９６袋ゴミが出た。 

その家からお父さんは２年間，通勤していて，１日平日は２回，休日は３回，コンスタントに

コンビニのおにぎりと調理パン，それに５００ミリリットルの飲み物を与えるということをし

ています。お父さんはコンビニのお弁当を子どもと一緒に食べて，酒を飲んで，少し遊んだり

して，夜は同じ布団にくるまって寝る。 

このお父さんはトラック運転手として正社員で働いていて，大体残業が５０時間から６０時

間。社員としては全体で２０パーセントしかもらえないＡランクという評価をもらっている。

つまり，それだけ会社のいうことを聞いていたということです。３歳から５歳の子育てを保育

園も使わずにたった一人でしていながら正社員でＡランクということ自体が，本来ありえない。
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むしろそれは，自分の事情をきちんと主張して，仕事の環境を調節できないというハンディキ

ャップですよね。 

それでも，子どもの白骨遺体を司法解剖した医師に取材をしましたが，遺体を見ると，一応

身長と頭囲，歯などは５歳児相当の大きさまで育っていたということです。 

ほかの二つの事件と比べても，この事件は孤立が決定的です。周囲にこの父子がここで生活

しているということ自体，全く知られていない。子どもが亡くなった後，お父さんは家に戻り

ません。でも，家賃をずっと，子どもの遺体が発見されるまで７年４か月払い続けている。子

どもの遺体を隠すためだけだったら，他にも方法がありそうなのですが，彼にとって，ここが

いつまでも彼の家だったのではないかと感じるのですね。 

つまり，このお父さんは，家族で子育てをしなければいけないという規範，子育てに必要な

お金は家族で取ってこなければならないという規範，社会人としてしっかり働かなければなら

ないという規範，その全てを満たそうとしているのですね。そんなことは，客観的には不可能

です。 

 知的な障害を抱えている人の支援者に話を聞きますと，グレーゾーン，つまり軽度の知的障

害をもつ人たちの支援は実は大きな課題なんですね。そういった方たちは，日常会話では，そ

んなに違和感はないんです。私が知っているグレーゾーンの方は，比較的普通におしゃべりも

しますし，本も読みますし，料理もします。車の運転もできます。ただ，将来に向けて十分に

見通しを立てたりとか，自分の身に起きたことを時系列できちんと語って人に伝えたりとか，

自分に必要な情報を社会から取ってくることが苦手だったりします。 

児童相談所の児童福祉司と話すと，実は重たい児童虐待は，こういったグレーゾーンにいる

親御さんたちよって起きている場合があるということです。それからある子どもの支援者の方

からは，発達障害かな，と思われるお子さんの支援をする時に，お母さんの知的なハンディキ

ャップについても考えると聞きました。お母さんが子どもの発信するメッセージを適切に捉え

られないために，子どもの発達が偏るということもあるからです。 

子育てをしているのは，養育能力が高い家族だけではないわけです。 

実は社会には，多様な形の家庭があり，それぞれの力も多様だということはあまり知られて

いないかもしれません。かつては，力の乏しい家庭は，親族や地域社会の人たちがある程度わ

かっていて，声をかけたり，気を使ったりしていたと，支援者は言います。あそこのうちはち

ょっと大変かもしれないねと目配りをし，声かけがあったといいます。 

ところが今，力が弱い家庭が自ら関係性を切っていく。とても孤立しやすい社会が生まれて

います。 

この厚木事件のお父さんは今刑務所の中にいて，たまに，手紙のやりとりをしています。他

の事件の親たちとは，関わりはないのですが。 

お父さんの実母は精神疾患をもちながら子育てをしていました。お父さんが小さい時から，

家族は，その母の疾患を外に知られてはいけないという思いをもっていました。両親のケアの

本当に乏しい中で，幼い時期を過ごしています。拘置所で，あなたは三度三度ご飯を食べてい

ましたかと尋ねると，記憶がないということでした。１２歳のときに，母親が入院して，祖母

が家に来てからは，食事をしっかり食べた記憶があるということでした。それまで自分はどう

育てられたか，記憶がないということを話しています。 

 自分が育ててもらった記憶がないと，子育てモデルをもてないそうです。知的なハンディキ

ャップをもっていたり，精神疾患の母親の下で育ったりした子どもの中には，子ども時代の記

憶がない人たちがいるということも聞きました。そうした子育てモデルを持てない人たちは，
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公的な支援が充実してきても，なかなか社会とつながらない。 

なぜなのかをこの三つの事件から考えました。どの親も社会が助けてくれたという記憶を持

っていない。大阪事件の母親は，母親なんだからちゃんとしなければいけないということを非

常に強く内面化して，公的機関に頼らない。厚木事件のお父さんも，家族で子育てをしなけれ

ばいけないということを内面化していて，社会に対して，自分は家族を運営できなかったとい

うことを見せられない。 

うまく子育てをしているときは，社会とつながっていくんですけれども，うまくできなくな

っていくときに，どんどん子どもを隠していく。そうしようと思えばできてしまう社会を今私

たちは，体験しているのだと思います。 

 私が一番最初に書いた本は，『満州女塾』という本です。戦前に，日本の国が開拓民を満州国

に送り込み，そこを植民化して統治しようとしました。初めは男性たちが行くわけですけれど

も，その妻になる女性たちもまた国が学校や役場などを通じて送り込む。特に貧しい地域の出

身で，お国のためになりたいという人がいる。そういう女性たちを満州国に送り込んだという

歴史があって，そのように満州国に行った女性たちがその後どうやって暮らしていたか，何を

考えてきたのかということを書いた本です。 

 当時，国民はお国の道具になるわけです。植民地政策を実現するために，国は，満州国に開

拓団を送り出し，家族を作らせて，それを通じて統治しようとした。お国のために家族となっ

て働くことは良いことだと家族規範を教え込むわけです。敗戦時の混乱で当時満州国にいた開

拓民の４割が亡くなったと言われます。女性の性被害や親による子捨てや子殺しも起きました。 

 戦後，「家族」と呼ばれるものの姿が大きく変わります。１９４５年当時に，日本の国民の半

分ぐらいが農民だった。そして家族で産業を支えていた。農家は家族で働く。それが高度経済

成長期になり，７０年代までにサラリーマン化し，男性が働いて女性がケアを担うという近代

家族が成立する。社会保障は家族単位で，国ではなく，企業が担う。この時代，男性の生涯未

婚率は２パーセントです（現在は２０パーセントを超えている）。 

 ところが，９０年代以降，日本の経済は悪化し，女性も働かなければ近代家族が維持できな

くなる。子どもへのケアが不十分になる。日本の社会の中で離婚が急増するのは，大手の証券

会社が倒産したりした，アジア危機後の１９９８年から２００３年です。しかし働きに出た女

性たちの多くは，９０年代に政府の方針によって，大きく広がった非正規就労で，収入は少な

い。 

 ただし，近代家族の時代に作られた規範は今も大きい。そうした規範で社会がその家族を見

る。また，制度も規範が強ければ強いほど，現実に合わせて改変していかない。そうなると，

それに合致できない人たち，自己責任だと責められる。そうなると，うまくいかない子育てを

隠し，社会から身を引いていってしまう。 

社会に力を及ぼせない時，親たちは最も力を及ぼしやすい，家庭の内側に力を振るう。ある

いはその子どもの現実の存在を無視する。 

そんなふうにして，力の弱い家族のなかで児童虐待，ネグレクトが起きていたことがわかり

ます。 

 ですから，閉じこもってしまう家庭に必要な支援が入っていくことは大事です。 

 一方，家庭教育支援法案というのはどのような支援なのでしょうか。 

家族とはこういう規範にそって成り立つべきだということを非常に耳障りのいい，しかし，家

族が抱えている現状を見ていない。こうでなければいけない，というあるべき姿を押し付ける。

そのようにできないことを押し付ける。 
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困難に陥っている親たちは，家族であればこれだけのことはできないといけないという規範

を押し付けられる。そして，できなければ，それは恥ずかしいことだと断罪され，貶められる。 

国家としては，家族が悪いのだと断罪すれば，むしろ，子どもの育ちを保証したり，家族を支

援したりする責任から逃れることができる。家族を一定の形にはめていくことで利用しやすく

なる。そんなこともあるのではないでしょうか。 

今まで話してきたように，家族そのものが非常に多様化している。消費社会，情報社会が広

がっている。規範など不可能なところで成立している家庭も増えています。 

そんな状況の中で，家族教育支援法が実現すれば，それに沿わない人，沿えない人たちは，

社会の見えないところに追いやられていくのではないかと非常に危惧するんですね。家庭教育

支援法の規範どおりに生きられない人たちは，力の弱い人たちですが，そうした人たちへの社

会的な排除が起きる。 

 その一方で，新しい社会的養育の新しい動きというのがあります。２０１７年の夏に，新し

い社会的養育ビジョンが出されました。里親制度を充実させ，今の施設養育から家庭的な養育

に変えていこうという内容だと思われて，施設側からは，反論がありました。 

しかし，大事なことは，新ビジョンはすべての子どもたちを対象にしていることです。子育

てはとても波のあるものです。家庭のなかでうまくいかない時は，積極的に社会資源を使う。

そのことに恥を感じる必要はない。社会資源の側も，積極的に子どもや家族の状況をサポート

できる多様性をもっている。また，資源と個人をつなげるソーシャルワークがある。そんなふ

うにして，一人一人の子どもの育ちを社会が支えていくにはどういう仕組みを作ったらいいの

かということが考えられています。 

子どもには，家族的なケアは必要です。信頼できる大人とのアタッチメント（養育者との間

の信頼）の獲得。その人を中心として，社会に信頼を広げていくこと。そうした育ちの保証は

重要です。でもそれは子どものニーズに従って，その子どもの主体に従って，育てていくこと

でしょうか。規範の押し付けではないはずです。 

 社会的養育の新しい動きは，家庭教育支援法案とは違うものだと考える必要がある。それぞ

れの家庭に頑張れというものではなくて，それぞれの家庭の具体的なニーズを見定めることが

必要です。だめな家族からは子どもを奪えというものではない。その家族が必要なものをちゃ

んと提供していきましょうということが，もともとの新ビジョンです。 

在宅で親にも子どもにも支援を与えることはとても大事なことだと感じます。地域で子ども

を育てていくために，子育て世代包括支援センターを全国の地域に作る。さらに地域には，小

学校区や中学校区に一軒ずつ養育里親がいて，うまくいかないときはそちらに預けたり，親と

の関係も持ちつつ，専門機関にも関わってもらいつつ，社会全体で子どもを育てていきましょ

うという考え方が，新ビジョンの考え方の根にあります。 

新ビジョンを作ったのは，虐待問題，貧困の問題をどのように解決していくのか，現場で長

い間，考えてきた人たちです。現場を知っている人が作っているということはとても大きなこ

とだと感じます。 

 そろそろ終わりますけれども，３つの虐待事件を取材してきて考えることですが，どの親た

ちも十分ではないんですね。いろんな欠けがある。でも誰もが皆，子どもを一生懸命育てよう

としていた時期がある。ところが，母親は子どもが育てられて当たり前だという社会常識，家

族が子どもを育てるべきだという社会常識の中で評価される。あなたはうまくいっているだろ

うか，いないだろうかと評価されるとき，自分自身を隠している。 

それから，支援をする人たちは，親とは家族とはこうあるべきというところで入っていくの
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ではなくて，ちゃんと親子のことを聞き取れているかどうかが気になります。当事者の言葉，

思いを聞く耳があるのかどうか。そこが非常に大切なのではないか。 

こういう家庭にしなければいけないとジャッジされれば，身を引いてしまうけれども，あな

た方は何が必要ですか，一緒に育てましょうと聞きに行ったときには，やはり開かれていくと

思うんですね。家族をどう開いていくのかというのは，無理やり規範を示すことではなくて，

聞き取ること。お互いに聞き合うことがとても大事なのではないかなということを思っていま

す。 

ちょっと舌足らずなお話になってしまったのですけれども，また，後半，お話ができればと

思います。以上で終わります。どうもありがとうございました。 
 
３ 講演                                        

  広井 多鶴子 氏（実践女子大学人間社会学部人間社会学科教授） 

 
私は，主に親子関係に関する法制度や政策について，歴史的に研究してきました。ですの

で，ここでも歴史的な視点から，今回の家庭教育支援法というものの位置付けや意味について

考えてみたいと思います。 
 私はこの春，家庭教育支援に熱心に取り組んでいる熊本，長崎などに調査に行きました。家

庭教育支援条例は熊本が最初に制定したのですが，他の自治体も熊本の条例をベースにして条

例を作っています｡そのため，ほとんど似たり寄ったりの条例になっています。家庭が教育の

「原点」であり，子どもの教育は親が「第一義的責任」を有しているが，核家族化，少子化，

地域のつながりの希薄化が進行し，家庭の教育力が低下しているので，自治体や地域などが総

がかりで家庭教育を支援しなくてはならないというのです。 
こうした家庭教育支援政策がいつ登場したのかをお話したいのですが，その前に，国家と家

族の関係に関する私の基本的な捉え方を明らかにしておきたいと思います。家庭教育支援法は

家族に介入する法律として批判されています。確かにそのとおりなのですが，歴史的に見れ

ば，家族への国家介入は常に行なわれてきました。家族は国家が介入すべきではない「私的領

域」だと言われますが，国家介入を否定することはできません。そもそも民法自体が家族介入

です。親族の範囲とか，親の権利・義務とか，家族というものの基本的な枠組やルールをつく

っているのが民法です。近代の国民国家というのは，家族としての役割・任務を定め，そうし

た家族を基礎単位として成立したからです。 
同時に近代国家は，家族を国家が介入を忌避すべき「私的領域」として位置付け，家族のか

かえる問題や困難を放置してきました｡「民事不介入」ということで片付けられてきた家庭内

暴力や，長年無視されてきた貧困問題を想起すればよく分かると思います。しかし，他方で，

国家は自らの基礎単位である家族に介入し，啓発や教育や処罰などの規範的な統制を行ない，

さらには社会保障制度を導入して家族を支えてきました。つまり近代国家は，家族に対して，

「私的領域」であり，かつ，国家社会の「基礎単位」でもあるというように，二重の意味付け

をすることによって，介入政策と不介入政策を使い分けてきたのです。 
なぜ，国家が家族を私的領域として位置付けるのかというと，国家が国民全てを統制すると

いうことはそもそも不可能だからであり，国民が自発的に自らの任務を果たすことが最も効率

的で望ましいからです。近年の法や政策が「自立」を強調するのはそのためです。ですが，自

発性に任せておくと，国家としては都合の悪いことが色々と出てくる。そういうときに，様々

な正当化論理や根拠を持ち出してきて家族に介入するわけですね。 
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そして，近年，新たに登場した介入政策が家庭教育支援です｡家庭教育支援政策は，国家の

家族への介入の歴史の中では，かなり特徴的な介入政策だと思います。その特徴を捉えるため

には，介入の正当化論理や根拠に注目する必要があります｡国家は何を根拠に，どのように家

族に介入するのか。それによって，何をめざそうとしているのか。こうしたことに着目するこ

とによって，今日の法や政策の特徴が見えてくると考えています。 
そうした視点で見ると，１９６０年代までの政策と，７０年代後半または８０年代以降の政

策とでは，介入の仕方が大きく違うことが分かります。 
１９６０年代の高度経済成長期は，国家による規範的介入と社会保障による介入という両面

から国家介入が強化・拡大した時代でした｡文部省による「家庭教育学級」の復活・拡大，母

子保健法の制定（１９６５年）などによって，性別役割分業型の家族の形成が促進されまし

た｡同時に，母子家庭に対する児童扶養手当（１９６１年）や障害児を対象とした特別児童手

当制度（１９６４年）が発足し，７１年には「最後の社会保障」と言われた児童手当法が導入

されます｡ 
１９６０年代の高度経済成長期に核家族化が進展したとよく言われますが，興味深いこと

に，６０年代の政策は，核家族化を今日のようにネガティブに捉えてはいませんでした｡当時

の政策は，核家族化というのは基本的に家族の近代化，民主化，純化であり，都市化や産業構

造の転換にともなう必然的な現象だというように捉えていました。たとえば，１９７１年の

『国民生活白書』は，核家族化というのは，単に古い伝統的な家族制度からの解放だけではな

くて，家族機能の純化であり，新しい家族の可能性を与えるものだと書いています。家庭機能

低下も指摘するのですが，だからこそ社会保障の拡充が必要だというのが，６０年代の政策で

した｡ 
しかし，７０年代に入ると，大きく論調が変っていきます。同じ７１年に出された『厚生白

書』は，それまでとは打って変わって，これでもかこれでもかというくらい核家族化や親を批

判します。「問題親」に育てられている子どもといったことを平気で書くのですね。そこで同

時に登場するのが，親の「第一義的責任」です。親への批判と親の第一義的責任論がセットで

登場するのです。なぜなのか。それが実は政策転換の布石だったことが，その後明らかになり

ます。ともあれ，７０年代はまだ過渡期であり，これまでの政策と新たな政策が混在した時代

でした｡ 
 ８０年代に入ると，大平総理の「家庭基盤の充実」政策や臨時教育審議会（臨教審）の答申

が出され，政策が大きく転換します。臨教審答申は，家庭の教育機能が低下しているとさんざ

ん家族を批判します。でも，６０年代の政策と違って，その機能低下を国家が補うとは決して

言わない。それでどうするのかというと，家族が本来持っている機能を家庭に「押し戻してみ

る」というのですね。機能低下している家族にどうやって機能を押し戻すのか，押し戻したら

どうなるかといったことについては全くふれない。ともかく押し戻してみるというのです。 
その前提には，８０年代に入って大々的に展開されるようになった「自己責任」論がありま

す。自己責任というのは，一見，責任を重視しているように見えますが，重視しているのは自

分の責任ではなくて，相手の責任です。だから，自己責任論というのは，実は「無責任論」な

のです｡つまり，今の子どもに様々な問題があるのは親が悪いからだ，教育は本来親の責任だ

から親は自らの責任をしっかり果たすべきだ，親の責任なのだから国家は子どもの教育に責任

を負わない，というのが自己責任論です。７０年代に登場した親への批判は，８０年代，親の

自己責任と国家の無責任を正当化するための論理・根拠となりました｡ 
こうして，７０年代後半から８０年代にかけて，「自己責任」や「自助努力」論が登場し，
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政策自身が国家は家族にできるだけ介入すべきではないと言うようになります。そして，国家

の役割は，親への情報の提供だとか，親への教育に限定すべきだと言います。情報の提供や親

への教育は，家族への規範的な介入であるはずなのですが，それは介入とは見なさないわけで

す。とはいえ，この時期はこの前後の時代と比較すれば，不介入政策＝自己責任政策の時代と

いっていいと思います。 
 では，８０年代以降の不介入政策は何をめざしたのか。児童手当の支給総額を見ていただく

と歴然とします｡児童手当は，高度経済成長期に「人的能力開発政策」の一環に位置付けら

れ，すべての子どもに対し家庭の養育費の半分を国家が保障するという壮大な構想からスター

トしました。それが拠出金を出し渋る産業界の反対によってどんどん縮小・後退するのです

が，それでも７１年の発足当時は，「小さく産んで大きく育てよう」というのがスローガンで

した。 
ですので，児童手当は７０年代末までは対象が拡大され，支給総額もかなり増大していきま

す（図表１）｡しかし，８０年代以降はずっと横ばいです。８０年代の自己責任論によって，

削減あるいは抑制されていくわけです。児童手当廃止論も出されました｡１．５７ショックは

９０年ですが，９０年代も横ばいです。 
児童手当の支給総額が上がっていくのは２０００年代に入ってからです。家族社会学者の山

田昌弘さんは９０年代を「少子化対策の失われた１０年」と言っていますが，少子化対策が打

ち出されてからも出生率は下がり続け，２００５年は過去最低の１．２６。２０００年代に入

ると，第２次ベビーブーム世代が３０代になります。いくら何でもこのままではだめだという

ことになり，児童手当が少子化対策の一環に位置付けられることで，やっと拡大に向かいま

す。 
 

 
児童手当制度研究会監修『児童手当法の解説』（2007）より作成 

 
大学の授業料も急激に上がり，親の負担が増大し続けてきました（図表２）。６０年代，国

立大学の授業料は年間１万２０００円に据え置かれていました。それが７２年に３倍の３万６

０００円。７６年には一気に９万６０００円に上がり，それ以後値上げが繰り返されて行きま

す。８４年には奨学金に有利子制度が導入され，その後は有利子奨学金だけが拡大して行きま

す｡つまり，７０年代後半から８０年代に登場した不介入＝自己責任政策は，教育や子どもの
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福祉に対する公費支出抑制政策だったわけです。 
 
図表２ 大学授業料の推移 

 

2009（平成21）年版『文部科学白書』 

 

 このように，７０年代後半から８０年代にかけて，自助努力，自己責任が言われ，教育や福

祉への公費抑制政策へと転換するわけですが，その根拠となったのが家庭の教育機能や教育力

の低下であり，核家族化です。核家族化によって，家庭の教育力が低下したというのですね｡

７０年代以降，今日に至るまで約５０年にわたって一貫して核家族化が進行しているかのよう

に言われ，親や家族が批判されてきたのです。 
ですが，不思議なことに，そうした政策の根拠は示されていません。せいぜい「家庭の教育

力が低下していると思う」という意識調査の結果くらいです｡では，実際，核家族化はどのよ

うに進展してきたのでしょうか。図表３が核家族化を示すときによく出されるグラフです｡こ

れを見ると確かに核家族の世帯数は増えています。他方，「その他の親族世帯」というのが主

に三世代世帯なのですが，これは少しずつ減少しています｡ 
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「国勢調査」より作成 
 
ですが，これでは子どもがどのような家族で育っているのかは分からないのです｡核家族の

中には夫婦だけの世帯や高齢の親と成人した未婚の子などの世帯が含まれているからです｡実

は核家族の中で増えているのは親と子の世帯ではなくて，夫婦だけの世帯です｡親と子の世帯

の中でも，未成年の子どものいる世帯は少子化によって減少しています。 
では，子どもはどんな家族で育っているのか。１８歳未満の子どものいる世帯をグラフにし

たのが図表４です｡高度経済成長期以前は，子どもはみな３世代家族で育ったかのように思わ

れているのですが，５５年でも５９％が核家族で育ちました｡６０年代に核家族率が多少上が

るのですが，７０年代からほとんど変わらず，子どものいる家庭の核家族率は約７割です。そ

して，９０年代になると再度上がって，今は約８割です。 
これを見て，「やっぱり戦後，核家族化が進展したな」と思うでしょうか｡このデータからは

戦後一貫して核家族化が進展してきたなどとはとても言えないと思います。にもかかわらず，

政策は７０年代以降，核家族化が浸透して家庭の教育力が低下し，子どもに関する様々な問題

が噴出しているかのように主張し続けてきたのです。 
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「国勢調査」より作成 

 
しかも，核家族化したから家庭の教育力が低下したという根拠も，核家族化によって様々な

子どもの問題が生じているという根拠も全く示されません｡２０００年前後に少年犯罪の「凶

悪化」が盛んに言われ，核家族化による家庭の教育力の低下が主要な原因だと言われました｡

その結果，２０００年に少年法が改正され，厳罰化が進められたのですが，その後，少年犯罪

の検挙人員は急激に減少します。現在は人口比で見ても戦後最低です。 
 

図表５ 刑法犯少年の検挙人員と少年人口比 
 

 
警察庁「平成28年度中における少年の補導及び保護の概況」 

https://www.npa.go.jp/safetylife/syonen/hodouhogo_gaikyou/H28.pdf 
 
そうである以上，これだけ少年犯罪の検挙人員が減ったのは家族がとてもよくなったからと

いうことになると思うのですが，不思議なことに政策はそうは決して言いません｡新聞も，増
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えたときは大々的に報道しますが，減ったときはほとんど報道しません。家庭がよくなったか

ら，少年犯罪が減ったと指摘する研究もほとんどないのではないかと思います。 
 

 それから，核家族化によって，なぜか子どもを甘やかす親や過保護な親が増えたと言われる

ようになり，それが少年犯罪の原因であるかのように見なされてきました。しかし，警察庁が

分析した犯罪少年の親の養育態度を見ると（図表６），実は，養育態度に特に問題が見られな

い親が多くを占めています。親の養育態度が悪いから子どもが犯罪を犯すというのはあまりに

単純な見方だということが分かります｡ 
また，問題のある養育態度で一番多いのは，放任です。溺愛や過干渉はなくはないですが，

数パーセントにすぎません。にもかかわらず，溺愛や過干渉がものすごく拡大解釈されてきた

ことが問題だと思います。少年犯罪の主要な原因を見誤ってしまうからです。 

 
 
図表６ 刑法犯少年の親の養育態度 

 

警察庁「平成28年の犯罪」より作成

https://www.npa.go.jp/toukei/soubunkan/h28/h28hanzaitoukei.htm 
 
 
また，９０年代以降，児童虐待が「増加」「深刻化」しているとして社会問題となり，２０

００年に児童虐待防止法が制定されます｡核家族化によって孤立した親や，子どもに接したこ

とのない未熟な親が増加したとされ，それが虐待を増加させているかのように言われました｡ 
しかし，児童虐待に関する長期的なデータはありません。児童相談所での虐待に関する相談

対応件数が集計されるようになるのは９０年からです｡それ以前はわかりません。しかも，こ
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れは発生件数ではなく，児童相談所が虐待として対応した件数です｡新聞は毎年このデータを

発生件数として大々的に報じますが，児童相談所の取組み状況を表すデータとして捉えるべき

だと思います｡ 
ということで，虐待そのものの推移が分かる長期的なデータはないのですが，虐待にかかわ

るデータはあります。「嬰児殺し」（０歳児に対する殺害）に関する警察の統計と，厚生労働省

の「人口動態統計」の殺人に関するデータです。図表７は嬰児殺しに関するグラフです。嬰児

殺しは親によるものに限定されませんが，「もらい子殺し」などが社会問題となった５０年代

までとは違い，その後はほとんどが親による殺害と見ていいと思います｡また，現在でも虐待

による子の殺害は０歳児が多数を占めます。 
図表７にあるように，７０年代半ばまでは，嬰児殺しは年間２００件ほどありました。７３

年には４３件ものコインロッカー・ベイビー事件が発生したとされます。そのため，７０年代

は「子殺し」が社会問題となり，「母性崩壊」などと騒がれましたが，児童虐待は問題になり

ませんでした｡嬰児殺しはその後急減し，現在は十数件です。人口動態統計を見ても，同様に

ものすごく減っています。これだけ減少している以上，児童虐待が「増加」「深刻化」してい

るとはとても言えないと思います｡ 
にもかかわらず，なぜ今児童虐待が増えているように感じるかというと，虐待の捉え方がも

のすごく変ったからです。７３年に厚生省は３歳未満を対象に，「児童の虐待，遺棄，殺害事

件に関する調査」を行うのですが，それによると虐待はわずか２４件｡ですが，他に殺害が５

１件，殺害遺棄が１３４件もありました。当時，子の殺害や心中，遺棄（捨て子）は虐待の範

疇には入らず，かつ，虐待は生命に危険を及ぼすようなひどい暴力やネグレクトに限定されて

いました｡ 
それに対し，今は虐待の概念が大幅に拡大されています。それによって，虐待の対応件数が

大幅に増大しました。新聞やテレビも，子どもの生命にかかわるような事件が起きれば必ず報

道するようになりました｡そうしたことが，「増加」「深刻化」という認識を生んでいるのだと

思います｡ 
 

 
警察庁「平成28年の犯罪」等，各年より作成 

 
以上見てきたように，戦後核家族化が進展し続けてきたという根拠も，それによって家庭の
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教育機能や教育力が低下しているという根拠もありません。にもかかわらず，７０年代以降，

核家族化による家庭機能の低下を根拠に，家族の自己責任を求める不介入政策が進められてき

ました｡しかし，少子化や少年犯罪や児童虐待が大きな社会問題となる９０年代末から，不介

入政策に修正が加えられて行きます｡そして，２０００年代に入ると，それが法制度として確

定します｡ 
その大きな特徴としては，２００３年の少子化社会基本法以降，「親の第一義的責任」とい

う文言が挿入されるようになったことです。同時に，親の果たすべき役割や任務が具体的に書

き込まれるようになりました。２００６年に制定された新教育基本法は，「子の教育について

第一義的責任を有する」とし，「生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに，自立心

を育成し，心身の調和のとれた発達を図る」と親の役割を規定しています。自民党が計画して

いる家庭教育支援法は，この教育基本法の条文を具体化するためのものでしょう。いじめ対策

防止法（２０１３年）も親の役割を驚くほど具体的に明記しています｡ 
では，なぜ，２０００年代の法律は，親の「第一義的責任」を書き込むようになったのか。

面白いのは，「自己責任」ではなく，「第一義的責任」だということです。親の第一義的責任と

いうのは，子どもの教育に第一義的に責任を負うのは親であって，国家や社会ではないという

という意味です｡では，「第二義的」に国家が責任を負うかというと，そんなことは言わない。

その意味で，第一義的責任論も国家の無責任論であり，「自己責任」論の延長にあります｡です

が，「自己責任」論と違うのは，不干渉や不介入政策ではないということです。 
このことを端的に表しているのが，２０１６年の児童福祉法の改正です。この改正では，第

１条に子どもの権利が書き込まれたという点で，福祉関係者の中でも一定程度評価されたので

はないかと思います。 
しかし，まったく注目されないまま，こっそりと挿入された条文があります。それが第２条

２項の「児童の保護者は，児童を心身ともに健やかに育成することについて第一義的責任を負

う。」という条文です｡戦後，児童福祉法は第２条において，「国及び地方公共団体は，児童の

保護者とともに，児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う。」と規定しました。国，地

方自治体は，親とともに，児童の育成そのものに責任を負っているということを宣言したので

す｡ところが２０１６年の法改正で，第２条に２項が加えられたことにより，「児童を心身とも

に健やかに育成する責任」は第一義的には親が負うということになったわけです。 
それから，このことにかかわって，もう一つ重要な条文が新設されました｡第３条２項で

す。同条文は，「国及び地方公共団体は，児童が家庭において心身ともに健やかに養育される

よう，児童の保護者を支援しなければならない。」とし，ただし，家庭での養育が適当でない

場合や困難な場合は，「必要な措置」を講じなければならないと定めています。つまり，家庭

でそだてられない場合は，国と自治体は「必要な措置」を講じなければならないが，子どもの

育成に第一義的に責任を負うのはあくまで親であり，国と自治体は親を「支援」する役割を果

たすということです。 

 
このように，２０００年代の法や政策は，子どもの教育は親が第一義的責任を負うとして，

親の役割を重視します｡そのため，２０００年代の法律は，国や自治体が子どもの成長・発達

に責任を負うとは決して言いません。「子どもの貧困対策推進法」（２０１３年）ですら，国

は，「子どもの貧困対策を総合的に策定し，及び実施する責務を有する」だけであって，貧困

を解消する責任を負うわけではありません｡ 
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その意味で，２０００年代の法と政策は，家庭は「私的領域」だとして，教育や子育てに対

する公的責任を後退させ，教育費や福祉に関する公費負担を抑制してきた８０年代以降の政策

の延長にあります。お金のかかる子どもの貧困問題や待機児童問題が，なかなか解消に向かわ

ないのはそのためだと思います。 
しかしながら，８０年代と違うのは，かつての自己責任＝不介入政策から，親を「支援」す

る介入政策へと転換したことです｡それによって，国・自治体は，自らは子どもの成長発達に

責任を負わないながらも，親を支援する「施策」を行う責任を負うことになりました。です

が，親への支援は，子育て環境を整備する「子育て支援」だけではありません。児童虐待問題

が大きな社会問題になる中で，生後４か月までの乳児のいる全ての家庭に訪問指導が行なわれ

るようになりました（「乳児家庭全戸訪問事業」）。また，食育基本法の制定（２００５年）を

受けて，「早寝早起き朝ご飯運動」が全国的に繰り広げられるようになりました。家庭支援政

策＝介入政策への転換によって，家族に対する規範的な介入や統制がかつてないほど強まった

のです｡ 
中でも家庭教育支援は，教育基本法が，国及び地方公共団体は「保護者に対する学習の機会

及び情報の提供その他の家庭教育を支援するために必要な施策を講ずるよう努めなければなら

ない。」と定めているように，親への「学習の機会」や「情報の提供」こそが「支援」なので

す。そのため，現在の政策は，家庭での子育ての方法や親子関係のあり方に関して際限なく介

入します｡まるで育児書のようです。親への教育という規範的な介入が，啓発や啓蒙ではな

く，「支援」として位置付けられていることこそが，今日の法や政策の大きな特徴だと思いま

す｡ 

では，なぜこうした規範的な介入政策が正当化され，広がっているのか｡それは今日の支援

＝介入政策が登場したのが，少年犯罪「凶悪化」論や児童虐待問題の社会問題化を与件として

いたことに示されるように，親や家庭に対する批判が拡大しているからです｡６０年代から７

０年代にかけて，少年法の改正案が審議された際，少年犯罪が増加しているかどうかが大きな

論点の一つになっており，そのことが改正を断念させる一因となりました。しかし，２０００

年の少年法改正の際には，凶悪化はほとんど自明のものと見なされており，その結果，あっさ

りと少年法は改正されてしまいました。それほど，現在は親や子どもへの否定的なイメージが

広がっています｡ 

そしてそうした今日の親への否定的な見方が，親の第一義的責任論と家庭教育支援＝家族介

入政策を招いています。親への否定的イメージが広がれば広がるほど，家族への介入は容易に

なります。ですが，私としては，日本の親はとてもよくやっている，よくがんばっていると思

います｡これだけ子育てに対する公的保障のない中で，これだけ教育費を自ら負担して，これ

だけ子どもの死亡や少年犯罪を減らしている社会というのは，多分世界中回ってもないのでは

ないかと思います。 
また，よく頑張っているから支援するというのと，ダメだから支援するというのでは，支援

の中身も目的も方法も全く違うはずです。ダメだということを前提とした支援は，いくら支援

といっても，統制的で処罰的になります。それでは親の要望を実現し，子育てを支援する政策

にはなりません。１８歳成人制度も同様です。今の若者は未熟だから１８歳への引き下げ反対

というのでは，いつまでたっても若者の権利を拡大し，若者を社会のフルメンバーとして位置

付けることはできません｡ 
ですから，私としては，迂遠なようでも，今の親はよくやっている，よくがんばっていると

いう見方を広げたいと考えています｡そして，だからこそ親を支援し子育てを保障する社会へ
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変わることを願っています｡ 
 
＊核家族化に関するデータや戦後の家族に関する捉え方の変化については，「講談社現代ビジ

ネス」にもう少し詳しく書きました｡そちらをご覧いただけると幸いです｡ 
①「核家族化が進んでいる」は本当か？ データから徹底検証 
子どもの成長・発達に悪影響なのか 2018.4.2 http://gendai.ismedia.jp/articles/-/54833 
②「昔の家族は良かった」はウソなのに…なぜ国家が家族に介入するのか 
「子どものいる家族」をめぐる 50 年史 2018.7.23  
http://gendai.ismedia.jp/articles/-/55714 

 
以 上 


